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 本論の構成は、第 2 章で先行している住宅のエネルギー証明書の概要と先行研究を整理























Leadership in Energy & Environmental Design （LEED）についても概観する。 
（１） EU のエネルギー証明書 
 EU による環境対策は、EU 加盟国に規制力のある指令として発令される。エネルギー証
明書に関する指令は、Energy Performance of Buildings Directive （EPBD）で、2002 年に
初めて発令（EPBD2002）されている。その後、何度かの改訂を経て、エネルギー証明書
のルールが厳格化してきた。最新の EPBD は、2010 年に発令された EPBD2010 である。 
 EPBD は、加盟国への指示の意味を持ち、各国は EPBD に対応した国内法を設定する必
要がある。ドイツで、その役割を果たしたのは「建物の省エネルギー化に関する令（EnEV1）」
である。2001 年に制定された EnEV2001 も何度か改正を繰り返し、最新の EnEV は、2009









                                                   





















 アメリカでは、連邦政府が EU と同様の役割を果たし、省エネ基準を策定している。各
州は、連邦政府の省エネ基準に従い制度設計をおこない運用している。 
エネルギー消費量の表示の部分では、EU のような共通のルールはなく、3 つのプログラ
ムで運用されている。①新築住宅を対象とする Energy Star Certified New Home Program、
②既存住宅を対象とする Home Energy Score Program、③LEED for Homes である。 
Energy Star Certified New Home Program は、消費者が新築住宅を購入する場合に住宅
のエネルギー消費量を簡単に比較できるように、エネルギースターという表示システムを
規定した制度である。アメリカ環境保護庁（US Environmental Protection Agency(EPA)）
によるエネルギー効率ガイドラインを参考に、非営利団体である The Residential Energy 
Services Network（RESNET）4が、断熱、冷暖房、水管理、照明・電気機器に対して調査
し、エネルギースター適合住宅か否か審査する。RESNET が、エネルギースター適合住宅

















   
エネルギースター証明書     エネルギースター証明書の中のインデックス 
出所：https://www.energystar.gov/index.cfm?c=bldrs_lenders_raters.nh_v3_guidelines  
（アクセス年月日：2013 年 12 月 20 日） 
 
 
Home Energy Score Program は、既存住宅のエネルギー消費量を把握し他の住宅と比較
することを可能にする Home Energy Score（ホームエネルギースコアー）の発行、ならび
に省エネ改修のアドバイスをする制度である。この制度は、費用効果的な省エネ改修判断
を提供するものとして、EPA やエネルギー庁（Department of Energy（DOE））から支援
されている。 
図表 3 のホームエネルギースコアー表示は、住宅のエネルギーパフォーマンスを 10 段階
                                                   
5 https://www.energystar.gov/index.cfm?c=bldrs_lenders_raters.nh_v3_guidelines  












（アクセス年月日：2013 年 12 月 20 日） 
 
 
LEED for Homes は、グリーンビルディング評価ツール LEED の中に住宅のみを対象と









 エネルギー証明書に関する研究は、エネルギー証明書の根拠法となる EPBD を紹介した
萩原（2010）やドイツにおけるエネルギー証明書の根拠法となる EnEV を紹介した山口
（2009a）（2009b）がある。建築工学的な視点でドイツにおける指示書 Hegnor /クーラー
訳（2009）やエネルギー証明書について詳しく述べた Federal Ministry of Transport, 
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Building and Urban Development(2010) がある。また、エネルギー証明書と金融融資関
連を整理した Hofmann(2013)がある。現地調査を含め詳細にドイツのエネルギー証明書の
内容確認した藤澤（2011）がある。 
 エネルギー証明書がもたらす効果については、不動産価格を分析したイギリスの Fuerst 
et a.（2013）がある。同様にイギリスの 2013 年からスタートしたナッジ・プログラムをレ
ポートした野田（2013）、ナッジ・プログラムの効果を計測したイギリス内閣府の
Behavioural Insights Team(BIT)（通称、ナッジ・ユニット）がまとめた Cabinet office &BIT
（2011）がある。アメリカのエネルギー表示効果と住宅価格の関係を研究した Walls et al.
（2013）、そのエネルギー消費量表示の政策と効果に関する研究 Gillingham et al.（2009）
がある。資産効果ばかりでなく、エネルギー使用状況の表示と消費者の環境行動の変化に
ついて研究した Allcott& Rogers（2011）がある。さらに、実務レベルで、アメリカの LEED 












































                                                   
7 ドイツフランクフルトに本部のある国営金融機関で、連邦政府から 80％州政府から 20％
の出資によっている。第 2 時世界大戦後の 1948 年の設立で、東西ドイツ統合後には主に旧
東ドイツ地域の産業経済復興のために出融資をおこなった。その後は、開発途上国援助と
海外投資を重視した融資をおこなっている。（http://en.wikipedia.org/wiki/KfW（アクセス

















当たり 50,000 ユーロなのに対して、省エネ基準をクリアーしている住宅には 75,000 ユー
ロの融資がおこなわれる。 
ここでの省エネ基準は、図表 5 のように KfW が規定した省エネ基準を指し、KfW 住宅省
エネ基準 40 は、標準エネルギー消費量の 40％しか消費しない住宅のことを指す。KfW の


















効果 新築 既存 新築 既存 新築 既存
高い KfW住宅省エネ基準40 40% 55% 1.41% 1.00% 10.0% 17.5%
KfW住宅省エネ基準55 55% 70% 1.41% 1.00% 5.0% 17.5%
KfW住宅省エネ基準70 70% 85% 1.41% 1.00% - 12.5%
KfW住宅省エネ基準85 85% 100% - 1.00% - 7.5%
KfW住宅省エネ基準100 100% 115% - 1.00% - 5.0%
KfW住宅省エネ基準115 115% 130% - 1.00% - 2.5%
KfW住宅省エネ過去基準 160% - - 1.00% - 2.5%

























 2010 年 5 月にこの HIP 制度が変更となり、HIP を住宅売出の前に取得する必要がなく
なったが、エネルギー証明書の部分だけは変更なく事前に取得することが義務付けられて
いる。なお、取得されたエネルギー証明書は、不動産広告に開示されている。 

















                                                   
8 http://www.energysavingtrust.org.uk/Insulation/Energy-performance-certificates 







































GREAT の文字と共にニコマークが 2 つ表示される（図表 7①）。上位 20％の平均より多い
エネルギーを消費するが、地域全体よりは省エネである場合は、GOOD となり、ニコマー













                                                   
11 http://opower.com/company/news-press/press_releases/48 
（アクセス年月日：2013 年 12 月 20 日） 
12 http://cityofpasadena.net/waterandpower/Solar/ 








（アクセス年月日：2013 年 12 月 20 日） 
 
 
























年 名称 改正等の特徴 基準の内容 
1980 昭和55年基準 初めての基準 ・躯体の断熱性能基準 
・日射遮蔽性能基準 
1992 平成 4 年基準 基準の強化 ・躯体の断熱性能強化 
・寒冷地での気密住宅の適用 







2013 平成25年基準 外皮基準導入 
一次エネルギー消費
量基準 





























平成 25 年基準の設定に伴い、住宅性能評価書では、図表 9 のように等級の扱いが変化す




性能評価等級 省エネ基準  性能評価等級 省エネ基準 
等級 4 平成 11 年基準  等級 4 平成 25 年基準 
等級 3 平成 4 年基準 変更後 ⇒ 等級 3 平成 4 年基準 
等級 2 昭和 55 年基準  等級 2 昭和 55 年基準 




時間がかかると推測される。正式な開始時期は、2014 年 4 月からで、断定的な開始として、
2013 年 10 月から使用期間がスタートしているが、2014 年 2 月現在、Web や不動産広告雑












































































住宅エコポイントの予算は、補正予算等で対応している。第 1 期間は、「平成 21 年度第 2
次補正予算(2010 年 1 月 28 日成立)」において 1,000 億円を計上し、「平成 22 年度経済危機
対応・地域活性化予備費（2010 年 9 月 24 日閣議決定）」において 1,412 億円が計上された。
その後、対象を拡大し「平成 22 年度補正予算（2010 年 11 月 26 日成立）」において 30 億
が計上された。第 2 期間は、復興支援を目的とした「復興支援・住宅エコポイント」とし

























住宅エコポイントの対象期間は、大きく 2 期間に分類できる（図表 12）。第 1 期間は、新
築は 2009 年 12 月 8 日から 2010 年 7 月 31 日までに着工、リフォームは 2010 年 1 月 1 日
から同年 7 月 31 日まで着手したものが対象となった。当初の期間は、新築とリフォーム共
に 2010 年 12 月 31 日までであったが、予算が終了したために同年 7 月 31 日で終了した。
第 2 期間は、 新築は 2011 年 10 月 21 日から 2012 年 10 月 31 日までに着工、リフォーム
は 2011 年 11 月 21 日から 2012 年 10 月 31 日まで着手したものが対象となった。 
住宅エコポイントの申請は、対象期間と異なり施工期間の長さに応じて期間が設定され
ている。例えば、表１にあるように新築の戸建ての場合は第 1 期間であれば 2012 年 6 月
30 日まで申請ができた。同様に、新築の共同住宅で 10 階以下の場合は、同年 12 月 31 日





















12月 1月 7月 10月 11月 10月












































（図表 14）。リフォームに関しては、制度の初期から一貫して上限 30 万円が支給されるに
もかかわらず、2009 年度末では平均 3.95 万円と少額である。その後、徐々に対象要件の範














































































 対象者は、住宅エコポイントを利用した 1,007 名である。このサンプルは、インターネ
ットアンケート会社に予めモニターとして登録し、住宅エコポイントを利用したと予備調
査で申請したモニターを対象に、新築とリフォームサンプルのそれぞれに分けて把握して
から、1,254 名に対して本調査をおこなった。予め 1,000 のサンプル回収を設定して、有効
回答者数が 1,000 以上に達した時点でアンケート調査を終了する方法を採用した。 
 アンケートの期間は、予備調査が 2014 年 2 月 4 日から 2 月 6 日の 3 日間、本調査が 2014
年 2 月 8 日から 2 月 10 日の 3 日間である。 
 アンケートに回答したサンプルの属性は、図表 16～22 のとおりである。新築で住宅エコ
ポイントを利用した人の割合が若干多く 507 名（50.3％）、リフォームでの利用は 500 名
（49.7％）である（図表 16）。男女の比は、59.7 対 40.3 でやや男性が多い（図表 17）。年
齢帯は、20 代が 2.7％と少なく、30 代・40 代が 27.2％・27.2％と中心を占めている（図表
18）。これを新築とリフォーム別に見ると、新築では 30 代が 42.8％と最も多く、リフォー
ムでは 60 代が 32％と最も多い年齢帯である。未婚者は 9.8％と少なく、大半の 87％が既婚
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新築 n＝507 リフォーム n＝500
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